








自治体国際化フォーラム｜ July 2026 Vol. 4416

上安全を祈るお祭りが存在する。ツアーでは、実際にお
祭りの一部を参加者と再現する場面もある。このような
体験を通して、自然とともに生きてきた人々の営みを感
じることができる。自然と人の暮らしが織りなす風景に
溶け込み、地域の自然や文化を体感することに価値が見
いだされている。海外からの旅行者を案内する中で、簡
単なあいさつを交わしたり、地域の日常に触れたりする
時間が、強く印象に残る体験となっていることを実感し
ている。伊勢志摩には伊勢神宮が存在するが、そこでは
多くの日本人が祈りを捧げる瞬間に出会うことができ
る。伊勢志摩を訪れ、まず初めに伊勢神宮へ案内された

伊勢志摩国立公園とは
伊勢志摩国立公園は、美しいリアス海岸と多くの島々、

そして海とともに暮らす漁村の風景が広がる海のエリア
と、伊勢神宮を中心とする神聖な森のエリアからなる国
立公園である。海女漁などの伝統的な営みや、伊勢神宮
に象徴される自然への感謝を大切にする文化が地域に根
付き、自然と人の暮らしが近い距離で共存していること
が特徴である。

リアス海岸と人の暮らしが織りなす伊勢志摩の風景

地域の暮らしに触れる 
エコツーリズム
海外の国立公園では、雄大な自然景観や野生動物など、

自然そのものを体験するというイメージが強い。しかし、
伊勢志摩では、自然の中で育まれてきた人々の暮らしや
文化も大きな魅力となっている。私たちは、このような
地域の営みに触れるエコツアーを実施している。例えば、
潮の香りと湯気が舞い上がる漁港を訪れ、刈り取ったワ
カメを湯がく漁師と会話をする。魚市場では漁船から運
ばれてきた魚が入札にかけられる迫力ある瞬間に立ち会
う。私の父も漁師であったが、自然とともに生きる喜び
と難しさを、父の姿や話から感じていた。そんな漁師に
とって、自然はまさに神なのである。漁村では大漁や海

自然と暮らしが共存する国立公園
伊勢志摩から考えるエコツーリズム

有限会社オズ（海島遊民くらぶ）　田中　希枝
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漁村の日常に出会うツアーの一場面

漁港での作業風景
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海外からの旅行者と、自然と共存する人々に出会い、彼
らの自然に対する思いを知った旅行者とでは、伊勢神宮
で祈りを捧げる人々の姿から感じられるものには大きな
違いがあるはずだ。それぞれの地域にある本質を伝える
には、順番が大切だ。伊勢志摩の場合、美しい景観を楽
しむ。その風景に溶け込み、自然とともに暮らす人々に
出会う。自然や神に対する彼らの祈りの理由を感じる。
私たちは、このストーリーを大切にしている。

自然と文化がつくる伊勢志摩の魅力
伊勢志摩には海女と呼ばれる漁師がいる。その多くは

女性であり、素潜りで貝や海藻を獲っている。その歴史
は約 3,000 年前から続いていると言われている。三重
県では禁止期間や体長などの制限を設けており、さらに、
漁村ごとで出漁日や時間などの制限を定め、限られた資
源を守りながら漁を行っている。海は恵みを与えてくれ
る場であると同時に、時には命を奪う危険な場でもある。
そのため海女たちは、自然への畏敬の念を大切にしてき
た。海女の営みは、資源管理・独自の信仰・コミュニ
ティー・そして世代を超えて受け継がれてきた知恵や工
夫が息づいている。海女との出会いは、伊勢志摩におけ
る自然と文化のつながりに気づくきっかけとなる。自然
と人の暮らしが近い距離にある日本の国立公園では、こ
うした理解の広がりが、地域の自然や文化の保全にもつ
ながっていく。

海女たちが海へ向かう準備の様子

国立公園とエコツーリズムの未来
現在、伊勢志摩では民間事業者と行政が協議会を組織

し、アクセシブルツアーの取り組みも進めている。国立

公園とは本来、誰もが訪れることのできる場所であるべ
きである。伊勢志摩を訪れた人が、これまであきらめて
いた場所に行けたときや体験ができたとき、それは一生
忘れられない思い出として心に残るだろう。その瞬間を
提供できる場所が、伊勢志摩国立公園である。
最近は、海外からの旅行者も増え、人々の交流が活発

になっている。さまざまな地域から人が訪れ、それぞれ
に違った背景がある。また、この地にも自然と人が共存
することで生まれた文化や価値観、人柄がある。私はガ
イドをするうえで、「出会った人の人生をよりカラフル
な人生に」ということを意識している。人々が交流し、
お互いを知り、それぞれの背景を尊重し合うことで、こ
れまでになかった視点や価値観に出会う。世界の人々が
自由につながれる時代だからこそ、旅を通してそうした
気づきを得ることができる。旅は世界情勢が不安定にな
ると、私たちのもとから遠ざかる。コロナ禍当初、仕事
はほとんどなくなり、旅は人々の心が穏やかでないと成
り立たないということを痛感した。しかし、人の心を豊
かにし、柔軟にしてくれるのもまた旅である。
伊勢志摩は戦後初めて指定された国立公園である。こ

の地で世界の平和を祈り、地域の理解を深めることがで
きるエコツーリズムを推進することは大きな意義があ
る。地域の人と訪れた人の双方から愛され続ける国立公
園であるために、私たちはその価値をつなぎ、支えてい
く役割をこれからも担っていきたい。

海女との出会いを通して、自然と文化のつながりを感じる。
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快適に自然を楽しめるように 
－国立公園のインフラ整備など
足摺宇和海国立公園周辺の整備や取り組みについて
高知県内には足摺宇和海国立公園をはじめ、３カ所の

国定公園、18カ所の県立自然公園があり、豊かな自然
環境に恵まれている。現在、環境省では「国立公園満喫
プロジェクト」の一環として、足摺宇和海国立公園の主
要観光地である足摺展望台を再整備する計画を進めてお
り、2027年度末の完成を目指している。再整備にあたっ
ては、訪問者が快適に自然を楽しめるよう、ユニバーサ
ルデザイン化、多言語表示の充実、休憩スペースの整備
などが予定されている。
併せて、四国霊場をはじめ各所に点在する身近な自然

や歴史に親しみながら歩いて四国を一周できる道として
整備されている長距離自然歩道「四国のみち」について
も、展望台周辺の案内看板、指導標の更新などを高知県
で計画している。
このほか、足摺宇和海国立公園をはじめとする県内の

自然保護に関する取り組みとして、高知県では「希少野
生動植物保護条例」を制定し、希少種の保護と適切な配
慮に努めている。土佐清水市では、高知県レッドデータ
ブックで絶滅危惧 IA 類に指定されているマルバテイ
ショウソウの保全活動が下記のジオパーク活動と連携し
て行われている。

長期滞在につながる観光地域づくり 
－ 周辺施設の整備と観光資源の活用
高知県では、観光客の長期滞在につながる観光地域づ

くりを推進するため、市町村などが実施する観光資源の
磨き上げや、それらをつなぐ周遊促進など、地域が主体
的に取り組むハード・ソフト両面の取り組みを補助事業
により支援している。
具体的には、足摺宇和海国立公園の豊かな自然や文化

高知県のインバウンド観光に係る状況
インバウンド観光に係る現状
2025 年の統計によると、高知県における外国人観光

客の延べ宿泊者数は約 13.6 万人泊にのぼり、台湾から
の訪問客が全体の約半数と最も多くなっている（観光庁
宿泊旅行統計調査）。
国際航空路線では、2023年５月から台湾（桃園）と

高知県を結ぶ定期チャーター便が週２便（水曜・土曜）
で運航。９割を超える高い搭乗率で順調に運航を続けて
おり、2026年 10月までの運航延長も決定した。
加えて、外国客船の誘致にも取り組んでおり、

2025 年度は約 100 隻の外国客船が寄港している。
2026年度も約 90隻の寄港が予定されている。

高知県観光の魅力と課題
高知県の観光における大きな魅力の一つは、その豊か

な「自然」である。実際に、訪れる人の約半数が自然を
目的に来県しており、高知の豊かな自然の美しさを楽し
んでいる。
しかしながら、県内を訪れる外国人・日本人観光客の

数は、全国的な水準と比較するとまだまだ伸びしろがあ
るのが現状といえる。
（出典：https://www.pref.kochi.lg.jp/doc/2017090600162/
file_contents/file_20259302144258_1.pdf）。
こうした状況を踏まえ、高知県では、すべての人に魅

力的な自然観光を楽しんでいただけるよう、「インフラ
面」における国立公園や自然環境の整備と、「地域づく
り面」における周辺施設やアクセス環境の充実を両面か
ら進め、国立公園などの強みをさらに生かせる取り組み
を推進している。

観光資源としての自然活用について
足摺宇和海国立公園周辺の整備にあたって

高知県観光振興スポーツ部　国際観光課・地域観光課
林業振興・環境部　自然共生課
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の魅力を伝える「竜串ビジターセンターうみのわ」で、
一般社団法人ジオパーク推進協議会が実施する国立公園
ビジターセンターのVR環境を整備したほか、土佐清水
ジオパーク内の多言語案内看板や解説板、ガイドマップ
の作成など、魅力向上に向けた支援を実施している。
加えて、高知県では地域住民との交流やその土地なら

ではの体験を楽しんでいただける観光商品づくりにも取
り組んでいる。足摺宇和海国立公園の一部を構成する土
佐清水市では、自然豊かな足摺半島を舞台に、E-bike
で足摺半島を一周し、絶景の海岸線や名所を巡る大自然
サイクリングツアーや、地域に精通した地元ガイドが案
内する足摺秘境ツアーなど、訪れる人が地域の魅力を
どっぷりと味わえる内容となっている。
また、地域の象徴的な施設の一つである「高知県立足

摺海洋館 SATOUMI」は、2020 年に全面リニューア
ルを行い、地域の生態系や自然環境について学びを深め
られる教育拠点としての充実を図っている。これにより、
訪日外国人観光客をはじめ多くの来訪者が、地元の自然
と文化に対する理解を深めることが可能となっている。
このほか、高知県では、インバウンド観光の受入環境

の充実にも積極的に取り組んでいる。訪日外国人観光客
の利便性向上のため、地域通訳案内士の育成、多言語表
示の整備、観光施設でのキャッシュレス決済対応など、
多方面からのサポート体制を強化。これにより、訪問者
が安心して快適に高知の魅力を楽しめる環境づくりが進
められている。

今後の展望
高知県では、2027年春の完成を目指して、新たな国

際線ターミナルビルの整備を進めている。これにより、
国際線の新規航路誘致などを一層推進し、県へのインバ
ウンド観光の推進を図っていく。
また、足摺宇和海国立公園をはじめとする豊かな自然

環境を生かし、自然体験や文化体験プログラムの充実と
受入環境の整備を両輪に、訪日外国人観光客の増加と地
域活性化に取り組むなど、今後も観光基盤の強化と地域
資源の効果的な活用を通じ、国内外から多くの人に選ば
れる魅力的な観光地づくりを推進していきたい。

竜串湾全景
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全体的な経済効果

国立公園システム全体へのレクリエーション目的の訪
問者数は、2024 年には３億 3,000 万人を超え、歴代
最多を記録した。そして、公園が直接面している地域だ
けでも、訪問者により国全体で 290 億ドルが支出され
たと見られているiii。

周辺地域にとってのチャンス

国立公園システム全体の訪問状況について日数ベー
スで計上すると、公園外のホテルなどでの滞在日数が
最も多い（39.1%）iv。周辺地域での滞在も含めて国立
公園が楽しまれていることがわかる。つまり、米国自
治体にとって国立公園の存在は、誘客のチャンスであ
ると言える。

取り組み例 
－効果的な観光キャンペーン－

ザイオン国立公園をはじめ、州の南側に５つの国立公
園を抱えるユタ州では、2013 年よりMighty 5（偉大
な５つ）として各国立公園をブランディングし始めた。
ソルトレイクシティーオリンピック後、想定ほど州の知
名度が向上しなかったことを受け、州内の５つの国立公
園をまとめて「絶対訪問すべき場所」と再定義したv の
である。それまで「夏のアクティビティ」などとしてユ
タ州全体のアクティビティを幅広く紹介していたところ
を、５つの国立公園が地理的に近いことを生かして、
「１回の旅行で全部回れる」というユタ州独自の強みに
フォーカスしたアピールを開始したvi。米国と比較して
国土の狭い日本でも、こういった「パッケージ化」は効
果的ではないだろうか。
キャンペーン開始後、いずれの公園でもレクリエー

ション目的の訪問者数は増加し、例えばキャニオンラン

「米国の国立公園」と聞いてまず思い浮かべるのは何
であろうか。イエローストーンの鮮やかな間欠泉が有名
かもしれない。米国非居住者への国立公園入場料値上げ
も記憶に新しいできごとである。本稿では、米国の国立
公園について概観したのち、自治体が行った観光関連の
取り組みを紹介したい。

世界最初の国立公園

1872 年、イエローストーン公園法（Yellowstone 
Park Protection Act）により、世界最初の国立公園で
あるイエローストーン国立公園が認定され、内務省長官
管理下に置かれた。国立公園局の誕生は、それから遅れ
ること約 40年後の 1916年のことで、内務省内の組織
として設置された。上記公園法および国立公園局の設置
法ですでに、人々への楽しみ（enjoyment）の提供が
適切に行われるべきであることが言及されているのは興
味深い i。米国西部への進出にあたって人々が目の当た
りした壮大な景色への感動が国立公園という発想を生み
出したii とされているが、将来にわたってその感動が継
続されるよう、法でもそのエッセンスが組み込まれてい
るように思われる。また、近年もテレビドラマ「イエロー
ストーン」が話題となるなど、人々の間に重要な場所と
して根付いている。

国立公園システム

国立公園局は、いわゆる国立公園に加えて、自由の女
神のようなモニュメント、あるいは歴史的に重要なトレ
イルなど、多分野の「国立○○」を管理している。こう
いったものを総合した呼称が「国立公園システム」であ
り、執筆現在で 433 の場所など（「unit」）が認定され
ている。

米国国立公園の概要と地方における観光施策
（一財）自治体国際化協会ニューヨーク事務所　所長補佐　阿部　里美（高知県派遣）
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ズ国立公園では、2012 年に約 45万人だった訪問者が、
2016 年には約 78万人となった（割合にして 1.73 倍。
同時期の国立公園システム全体では 1.17 倍程度の増）
vii。また、Mighty 5 キャンペーンのおかげで、2013
年からの３年間における５つの公園への訪問者は、キャ
ンペーンなしの場合と比べて年間 50万人増えたとの試
算もあるviii。しかし、この訪問者数増加に伴うインフラ
や施設のひっ迫も徐々に問題となり始めた。日本でも各
種対策が検討されているオーバーツーリズム問題であ
る。

オーバーツーリズムへの対策

こういった状況への対策の必要性について、州政府も
2019年にすでに認識していたix。
2020 年よりユタ州観光局がスタートした「Red 

Emerald Strategic Plan」は、観光分散をはじめとし
た責任ある観光を推進するという指針を示したものx で
ある（同州で採取できる貴重な鉱石「Red Emerald」
にちなんだ名称と思われる）。実際に、ホームページ
「VISIT UTAH」の国立公園の紹介ページでも「周辺の
州立公園、ナショナルモニュメント、小さな町」にあえ
て言及するなど、その指針を踏まえた広報が行われてい
るのが見て取れる。

VISIT UTAHより

米国の事例と今後の展望

ユタ州で行われた「パッケージ化」は、「聖地巡礼」
のように「せっかくなら全部回りたい」という人々の気
持ちを掻き立て、結果的に地域への長期滞在にもつなが
り得る策だと思われる。その一方で、適切に自然を楽し
み続けられるよう、観光分散も意識されてきた。このよ
うな中で、2026年より導入された非居住者への入園料
値上げがどのように影響するかは未知数であるが、引き
続き状況を注視してまいりたい。

-------------------------------------------------------

i　National Park Service, “Quick History of the National 
Park Service”, [https://www.nps.gov/articles/quick-nps-
history.htm] （最終検索日：2026年 2月 19日）

ii　National Geographic, “U.S. National Parks—In the 
Beginning” [https://www.nationalgeographic.com/
travel/national-parks/article/early-history] （最終検索日：
2026年 2月 19日）

iii　National Park Service, “Visitor Spending Effects - 
Economic Contributions of National Park Visitor 
Spending”, [https://www.nps.gov/subjects/
socialscience/vse.htm] （最終検索日：2026年 2月 19日）

iv　National Park Service, “2024 National Park Visitor 
Spending Effects 
Economic Contributions to Local Communities, States,  
and the Nation ”,  [https://www.nps.gov/nature/
customcf/NPS_Data_Visualization/docs/NPS_2024_
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れることとなる。1949 年に「National Parks and 
Access to the Countryside Act 1949」が制定され、
農村地域への一定のアクセスを認めるとともに、ナショ
ナル・パークの指定が可能となった。この法律により英
国の国立公園制度が確立された。
英国の国立公園制度の特徴は、土地を国有化せず私有

地のまま指定する方式を採用している点にある。公園区
域には農地や集落が存在し、人々の生活や農業活動が継
続されている。また、国立公園の目的には自然保護とと
もに市民のレクリエーション利用が明記されており、観
光利用が制度の内部に位置付けられている。
このように英国の国立公園は単なる保護区域ではな

く、大衆による利用を前提とした空間として整備されて
きた。この制度が現在の英国の自然観光を支える基盤と
なっている。

自然観光を支える制度・取り組み
以上のような歴史的背景を踏まえ、こうした制度のも

とで、英国では自然観光を支えるさまざまな制度や民間
団体の活動が発展してきた。本章では代表的な制度や取
り組みを取り上げるとともに、行政の関わり方について
述べる。
◯ Public Right of Way
英国では国立公園の多くが私有地を含む農村地域に位

置しているため、市民が国立公園を利用するためのアク
セス制度が重要な役割を果たしている。その代表的な制
度が 「Public Right of Way」である。「Public Right 
of Way」は、私有地であっても歴史的に認められた道
がある場合、一般市民が通行できる権利を法律で保障す
る制度である。土地の私的所有権と公共利用権の双方を
認める仕組みであり、観光客も農村地域の景観を歩いて
巡ることができる。
この制度の管理は主に地方自治体が担っており、各自

治体は「Definitive Map and Statement」と呼ばれる
公式記録を作成して同法が保障するルートを記録してい
る。また、土地所有者が通行を妨げる場合には自治体が

はじめに
英国における自然・国立公園を利用した観光は、大規

模な土地開発を伴う観光とは異なり、広域に広がる歩行
ネットワークを基盤とした分散型観光として発展してき
た。観光客は私有地を含む農村景観を歩きながら、小規
模な村落や地域の観光スポットに立ち寄ることができる
ため、観光の経済効果が地域全体に広がる。また観光客
が特定の場所に集中しないことは、景観維持のコストを
抑えつつ持続的な観光資源の維持にもつながっている。
今日の英国の観光資源の在り方には、戦後の自然公園・
国立公園制度の成立とその発展が大きく影響している。
本稿では、英国における自然観光の歩みを概観すると

ともに、それを支える制度や取り組みについて紹介する。

英国最大の国立公園であるレイクディストリクト国立公園
の様子

戦後の国立公園制度の設計と 
観光の位置付け
英国の国立公園の起源は 19世紀にまで遡る。当時、

田園景観の保護を目的とした団体が設立されるととも
に、農村地域へのアクセスを求める社会運動が広がって
いた。この動きは、20世紀初頭の産業化と都市化の進
展に伴う労働者階級の生活環境への問題意識とも結び
つき、自然へのアクセスを求める社会的要求として発展
した。
第二次世界大戦後、この考え方は政策として具体化さ

英国における自然・国立公園観光を支える制度構造
（一財）自治体国際化協会ロンドン事務所　所長補佐　大藪　将貴（和歌山県派遣）
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是正措置を取ることができるなど、通行権の維持を維持
する仕組みが整えられている。
さらに、制度の運用には民間団体も貢献している。代

表的な団体として、1935年に設立されたウォーキング
団体 「The Ramblers」がある。同団体は歩道状況の監
視や古道の復元申請、政策提言などを行い、地方自治体
と連携しながら制度の実効性を支えている。また、こう
した活動は単に歩く楽しみを共有するだけでなく、地域
の自然環境や景観を守る意識の醸成にもつながっている。

農村地域に設置されている一般市民も通行できる私道であ
ることを示す Public Footpath 標識

◯ National Trust
自然景観の保全で重要な役割を担う団体として 

「National Trust」がある。同団体は 1895 年に設立さ
れた英国のチャリティ団体であり、英国最大級の民間土
地所有者の一つとして、約25万ヘクタール（約2,500㎢）
の土地と約 780マイル（約 1,260km）の海岸線を管理し
ているとされる。
英国の国立公園制度では土地を国有化せず、私有地の

まま指定する方式が採用されているため、公園区域内に
は多様な土地所有者が存在する。その中で 「National 
Trust」は国立公園内の主要な土地所有主体の一つと
なっている。多くの自然保護団体が政策提言や活動支援
を中心とするのに対し、「National Trust」は土地所有
者として景観管理を担い、観光利用と保全を一体的に運
営している点が特徴である。
また同団体は会費や寄付、入場料などを主な財源とし

て運営されており、多くのボランティアが維持管理やガ
イド活動に参加している。こうした市民参加型の保全モ
デルは、自然景観の保護だけでなく地域観光の発展にも
寄与している。

◯ Countryside and Rights of Way Act 2000
自然環境へのアクセス権を拡大した法律としては、 

「Countryside and Rights of Way Act 2000」が挙げ
られる。
同法の特徴は「Right to Roam」と呼ばれる自然への

アクセス権を導入した点にある。これにより山地や荒地
など一定の自然地域について、土地所有者の許可を得る
ことなく徒歩で立ち入ることが可能となった。また
Public Right of Way 制度の管理体制も強化され、通行
権の記録や管理体制を強化することで、市民が自然環境
にアクセスしやすい環境が整備された。さらに同法では
重要な自然環境や生態系を保護するために指定される区
域である「Sites of Special Scientific Interest（SSSI）」
の保護強化など、生態系保全に関する規定も盛り込まれ
ている。このような制度整備により、英国ではウォーキ
ングやハイキングを中心とした自然観光がさらに発展す
るようになった。

まとめ
以上のように、英国の自然・国立公園を活用した観光

は、行政と民間団体が協力して自然資源を管理する仕組
みのもとで発展してきた。自然へのアクセスが制度的に
保障されていることで観光は広域に分散し、大規模開発
に依存しない持続的な観光モデルが形成されている。
また、自治体は自然資源を直接管理する主体というよ

りも、多様な主体の関係を調整し制度を設計する役割を
担っている。このような仕組みは、行政、民間団体、市
民がそれぞれの役割を担いながら自然資源を管理する多
主体型ガバナンスの特徴を示すものである。英国の自然
観光を支える制度設計には、持続的な観光と自然保護を
両立させる上で参考となる要素が多いといえる。

National Trust が所有するドーバーの白い崖の様子
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み出すものでなければならないとされている。その具体
像として、NZにおける観光に、次のような要素を満た
すことを求めている。
訪問者の充実：真心のこもった配慮を通じて、人生に影
響を与えるような豊かな体験を提供すること
地域社会への貢献：地域固有の文化や価値、コミュニ
ティーの発展に寄与すること
働く人の価値創出：観光に関わる人々に、意義ある仕事
と成長の機会を提供すること
マオリの価値観の反映：先住民マオリの価値観を観光の
中核に組み込むこと
自然環境の回復：自然生態系を改善し、生物多様性の回
復に寄与すること
持続的な経済の実現：長期的に安定した収益を生み出し、
さらなる再生の取り組みを支えること
言い換えれば、従来の観光が地域や自然を保全する「立

つ鳥跡を濁さず」型だったとすれば、再生型観光は、そ
こにプラスの影響を与える「来た時よりも美しく」型と
いえるだろう。

NZ南島に位置するテカポ湖（筆者撮影）

マオリの価値観が支える観光理念
NZで再生型観光が語られる背景には、先住民マオリ

の価値観「テ・アオ・マオリ（Te Ao Māori）」が大き
く影響している。マオリの文化では、人間と自然は切り
離された存在ではなく、相互に関係し合うものとして捉

観光の転換と再生型観光の登場
新型コロナウイルス感染症のパンデミックは、世界の

観光産業に大きな影響を与えた。ニュージーランド
（NZ）でも国境が長期間閉鎖され、海外からの観光客
は大幅に減少し、経済は深刻な打撃を受けた。しかし同
時に、この出来事は観光のあり方を見直す大きな契機と
もなった。
この未曽有の危機を受け、NZ政府は官民合同の組織

「Tourism Futures Taskforce」を設置し、「We Are 
Aotearoa」と題する報告書を公表した。報告書内に繰
り返し登場するキーワードが、「再生型観光（リジェネ
ラティブ・ツーリズム）」である。
本稿では、再生型観光をめぐるNZの取り組みを紹

介しながら、これからの観光のあり方を考える手がかり
を探ることとしたい。

タスクフォースの報告書「We are Aotearoa」
Aotearoaとは先住民マオリの言葉で「NZ」を指す。

再生型観光とは
近年、「持続可能な観光（サステナブル・ツーリズム）」

という、環境への負荷を抑えながら観光活動を継続する
ことを重視する考え方が広く共有されてきた。これに対
し、「再生型観光」は、観光を通じて地域社会や自然環
境の価値を積極的に高め、以前よりも良い状態に導くこ
とを目指すものである。
先述の報告書では、将来の観光は、社会・文化・環境・

経済のすべての側面で、消費を上回るプラスの価値を生

ニュージーランドに学ぶ「再生型観光」
自然と地域を豊かにする新たな観光のかたち

（一財）自治体国際化協会シドニー事務所　所長補佐　田淵　亮介（愛媛県派遣）
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えられており、自然と共に生きるという考え方が重視さ
れている。
その代表的な概念が「カイティアキタンガ（Kaitiakitanga）」

である。これは自然環境を守り、将来の世代へと引き
継ぐ責任を意味する考え方であり、人間が自然の「管理
者」ではなく「守り手」として関わるべきであるという
価値観を示している。この概念は、NZの環境政策や資
源管理の議論でも重要な位置を占めている。
また、「マウリ（Mauri）」という概念も重要である。

マウリは自然や場所が持つ活力を指す言葉であり、環境
や地域の状態を評価する上での重要な視点とされてお
り、その場所が本来持つ活力が維持されているか、ある
いは高められているかが重視される。
先述のタスクフォースの報告書でも、観光は「テ・ア

オ・マオリの価値観によって豊かにされるべきである」
と明記されており、こうした考え方は単なる文化的背景
にとどまらず、観光政策の方向性そのものを支える基盤
となっている。観光を通じて人と自然や地域との関係を
再構築し、その価値を高めていくという再生型観光の理
念は、マオリの世界観と深く結び付いている。

再生型観光の実践
こうした再生型観光の考え方は、理念にとどまらず、

地域レベルの観光政策や具体的な取り組みとして実践さ
れている。
その代表例が、南島のクイーンズタウン・レイクス地

区における観光戦略「Travel to a Thriving Future」
である。この計画では、観光による経済的利益にとどま
らず、地域社会、文化、自然環境のすべてに価値を生み
出す観光のあり方が示されている。特に、観光産業の脱
炭素化を進め、同産業全体を 2030 年までにカーボン
ゼロへと転換するという目標は、再生型観光を地域レベ
ルで実装するための重要な柱となっている。
また、NZでは観光客の行動変容を促す取り組みも進

められている。その代表例が、マオリ語で「人々と場所
を大切にする」という意味の「ティアキ（Tiaki）」をそ
の名称に冠したキャンペーン「ティアキ・プロミス（Tiaki 
Promise）」である。NZを訪れる人々に対し、この国の
自然環境を守り、文化を尊重しながら安全に旅行するこ
とを呼びかけるキャンペーンが、国や観光業界、航空会
社など、官民の多様な主体の連携の下、展開されている。

例えば、観光地や国立公園の施設などでは、サインや
ポスターに繰り返しメッセージが提示され、ニュージー
ランド航空では、機内ビデオでティアキ・プロミスの考
え方が発信されるなど、来訪者の行動を促している。
このように、再生型観光は多様な主体の協働によって

成り立っており、観光客自身もその担い手の一部として
位置付けられている。こうしたNZの取り組みは、再
生型観光の先進的な事例として、OECD（経済協力開
発機構）のレポートに取り上げられるなど、国際的にも
注目されている。

おわりに
NZの再生型観光の取り組みは、観光を単なる経済活

動としてではなく、自然環境や地域社会の価値を高める
営みとして再定義している点に特徴がある。観光客数の
増加だけでなく、地域の幸福や環境の回復などを重視す
る視点は、観光の新たな可能性を示している。
日本にも、国立公園、里山、温泉地、離島など、自然

と密接に結び付いた観光地が数多く存在する。こうした
地域の特性を生かしながら、観光を地域の価値向上につ
なげていく視点は、今後の観光政策のみならず、地域の
持続可能な発展を考える上でも重要な示唆を与えるもの
となるのではないだろうか。

-------------------------------------------------------
【参考】
Ministry of Business, Innovation and Employment / 
Tourism Futures Taskforce (2020)「We Are Aotearoa」
Queenstown Lakes District Council (2023)「Travel to a 
thriving future」
Tiaki Promise
https://www.tiakinewzealand.com/

ティアキ・プロミスにより観光客は「自然を守る」「安全に
運転する」など５つの誓いを立てる


